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施策の概要

施策事例４　産業振興関連施策

230,659,444 千円

埼玉県 さいたま市 経済局経済部産業展開推進課

048-829-1349

http://www.city.saitama.jp/index.html

平成 20 年度から

参考とした施策

関 係 施 策 分 類

事 業 期 間

ホ ー ム ペ ー ジ

電 話

担 当 課

標 準 財 政 規 模

人 口 1,215,846 人

1 	取り組みに至る背景
さいたま市は、光学機器・レンズ製造業製造品出荷額が政令指定都市

で 1 位（平成 18 年工業統計調査）を占めるなど、高度な要素技術を有し、
特定市場において高い占有率を占める研究開発型企業が多数集積してい
る。さいたま市では平成 13 年の合併成立以来、これらの研究開発型企業
を対象とする産業振興施策のあり方について検討を進めてきた。平成 16
年度には、新産業育成プロジェクトチーム（有識者・地元企業等で構成）
を設置し施策提言を求めた結果、「一定の基準を満たす企業をさいたま市
ブランドの中堅企業として認定する制度」を検討する必要性が示された。
これらを受け、実証実験（平成 18,19 年度）等の調査・検討過程を経て、
平成 20 年度に「さいたま市テクニカルブランド企業認証事業」の本格施
行に至ったものである。

2 	事業内容（目的・目標・方策）
本事業は、技術の独創性・革新性に優れたさいたま市内の研究開発型

企業を「さいたま市テクニカルブランド企業」として認証し、認証企業
の更なる競争力向上支援を通じて、さいたま市産業全体の活性化やイメー
ジアップを図ることを目的としている事業である。

年度ごとに期間（1 ヶ月程度）を定めて募集し、認証の日から 3 年を
経過した日以後最初の 3 月末日までを認証期間とする。

申請企業の評価は、さいたま市テクニカルブランド企業評価委員会が
行い、同委員会の協議結果を基に、さいたま市が認証し、認証企業の情
報発信や競争力向上支援を実施する。

3 	施策の開始前に想定した事業効果
平成 18、19 年度に行った事業の実証実験開始当初は、公的信用の付与

と支援の提供によって中小製造業の活性化を想定した。
4 	導入にあたり工夫・苦労した点、課題、対処法など

（工夫した点）
前項の実証実験において、当初は、中小製造業全般を認証対象として検討を進めたが、認証企業の技

術力・企業価値等をより効果的に PR するため、大手企業も認証対象とすることとした。また、本格施
行にあたっては、企業誘致活動と有機的に連携する施策とするため、さいたま市が集積を目指す分野を
認証対象とすることとした。認証企業の技術面等における水準を維持することで、認証事業自体の価値

さいたま市
テクニカルブランド
企業認証事業

さいたま市テクニカルブランド企業認証制度要綱
第7条第1項の規定に基づき、貴社を
さいたま市テクニカルブランド企業として認証する。

Saitama City Technology Brand Company Certification

認証期限 ２０１1年3月31日
A certification time limit  March 31, 2011

The company above is certified as Saitama City
Technology Brand Company as per 7.1 of the Saitama City
Technology Brand Company Certification System Requirements.

さいたま市テクニカルブランド企業
認 証 書

Mayor of Saitama City ; 

さいたま市長

2008年11月7日
November 7, 2008

様認定企業
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予算関連データ

施策事例４　産業振興関連施策

4

総　額
①～⑤の計

財源内訳（財源区分 : ①～⑤）
①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源

12,679 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 12,679 千円

①
～
④
の
名
称
・
所
管
等

名　称

所　管

金　額

補助率

の確立を図るため、認証期間（項目 2 参照）を設けた点
も工夫した点である。
（課題と対処法）
特定製品ではなく企業を認証するという事業の趣旨か

ら、企業の社会的責任等について、より厳格な評価を行
うことが課題であり、平成 21 年度からは評価委員に公認
会計士等を加え、コンプライアンスに関する審査過程の
充実強化を図ることとした。

5 	現在の成果・実績、今後の展開など
（成果・実績）
平成 20 年 11 月、13 社を認証し、①冊子、専用ウェブサイト、②経済誌（日経ビジネス）、全国

紙（朝日新聞）等、③国際展示会（第 38 回インターネプコン・ジャパン）さいたま市ブース等で
広報・情報発信を実施した。

平成 21 年度からは、財団法人さいたま市産業創造財団に支援業
務を委託し、認証企業に対し、技術開発、経営強化、人材育成の 3
つの視点から企業のニーズに応じた支援の実行や認証企業経営者
間の交流促進事業等を開始している。

これらの活動の成果として、認証企業の相互理解も進み、認証
企業間の人的・技術的な交流も始まっている。
（今後の展開）
認証企業に対する支援に取り組むことで、認証企業の競争力向

上、本市産業全体の活性化・イメージアップを図ると同時に、さ
いたま市及び支援機関における企業支援策の高度化・専門化を推
進する。

また、認証企業単体の情報発信・支援のみならず、認証企業同
士もしくは企業誘致活動によって市内に新たに立地した企業と認
証企業との技術交流を促進し、市内における企業間連携と競争力
向上に向けた協力関係の構築・強化を支援する。

そして、これらを通じ、研究開発型企業のより一層の集積と高度化を推進し、さいたま市の産業
を牽引するリーディング企業群の創出を促す。

さいたま市
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